
 

 

 

 

令和５年８月１４日 

 

▼タイトル 

       高島市職員措置請求（住民監査請求）の監査結果について 

       （高島市農畜産振興事業補助金に関する件） 
 

 

▼内 容 

令和５年６月１６日に提出された高島市職員措置請求書（高島市農畜産振興事業補

助金に関する件）について、監査を実施した結果を、地方自治法第２４２条第５項の

規定に基づき請求人に通知したので、これを公表します。 

 

▼経 過 

令和５年６月１６日 住民監査請求書受付 

  令和５年６月２６日 住民監査請求書の受理決定 

  令和５年７月２１日 請求人および関係職員の陳述聴取 

  令和５年８月１４日 監査結果の通知および公表 

 

▼請求の要旨 

高島市長は高島市補助金交付規則に基づき国庫補助金（農産物等輸出拡大施設整備

事業）の概算払いを行った所であるが、この支出については市の補助金交付規則を拡

大解釈したものであり、その行為により市に多大な損失を与える恐れがあり、その損

失回避のため、市長に対し概算払いの返還を求める。 

 

▼監査の結果要旨 

  請求人の本件措置請求には理由がないと判断し、これを棄却する。 

＜監査委員の判断＞ 

    本件事業は、補助金交付申請時において提出された計画書類に基づき精査・判

断されており、国および県もこれを妥当と判断し、県から市への交付決定がなさ

れたうえで交付決定通知を行っており、本市の農業および関係産業に資する事業

として、可能な限り早期に事業完了するために補助金概算払いを行った市の判断

は、妥当性を欠くものとはいえず、裁量権を逸脱または濫用したとは認められな

い。 

したがって、本件補助金の概算払いを含む補助金交付に係る一連の事務は、法

令や規則に基づき行われていると認められ、違法または不当な公金の支出にあた

るとはいえないことから、本請求には請求の理由が無いと判断した。 

 

 

 



 

▼監査結果公表文 

  別添のとおり 

   (監査結果には、請求者の氏名を記載していますが、公表文には、個人名は伏字に置き換えてい

ます。) 

 

________________________________________ 

▼問い合わせ先 

 ○所   属：監査委員事務局 

 ○電 話 番 号：０７４０（２５）８０００ （代表） 

 ○ファックス：０７４０（２５）８１０１ 
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高島市職員措置請求に係る監査の結果について 

 

第１ 請求の受付 

 １ 請求書の提出 

   令和５年６月１６日 

 ２ 請求人 

   ●●●● 

 ３ 請求の要旨（「高島市職員措置請求書」の請求の要旨を原文のまま記載） 

   高島市長は高島市補助金交付規則に基づき国庫補助金の概算払いを行った所であ

るが、この支出については市の補助金交付規則を拡大解釈したものであり、その行

為により市に多大な損害を与える恐れがあり、その損失回避のため、市長に対し概

算払いの返還を求める。 

 ４ 事実証明書 

ア 京都新聞記事（令和 5年 6月 7日） 

 

第２ 請求の受理 

本件措置請求は、法定要件を具備しているものと認め、令和５年６月２６日付で受

理することを決定し、同日、請求人に通知した。 

 

第３ 監査の実施 

  １ 監査対象事項 

本件監査請求に係る監査対象事項は、措置請求書に記載されている事項を勘案し

次のとおりとした。 

市が、令和４年６月２０日に㈱風車に対し、令和３年度高島市農畜産振興事業

（国および県の補助金／滋賀県農産物等輸出拡大施設整備事業費）補助金

373,750,000円を概算払により支出したことが違法または不当であるか否かを監査対

象事項とした。 

 

２ 請求人の陳述および証拠の提出 

 地方自治法第２４２条第７項の規定に基づき、請求人に対して令和５年７月２１

日に陳述および証拠の提出の機会を設けた。 

⑴ 陳述の要旨 

 ア．この事業をやるのに完全な合意形成というか、市として公共団体としてどの

ような必要性があってどのように推進していきたいというような部分がどうし

ても出てこない。普通、事業するについてはどんな事業でもその取り組みまで

に、どれだけ必要性があるのか、当然公金の支出が伴うのでその公金を支出し

たことによって、市民に対してどれだけの効果が出てくるのかということを十

分検討しながら事業を推進するべきものである。ところがこれについては、一

事業者が会社を設立して国の補助金があるので、それを利用しているに過ぎな

い。 

イ．補助金交付規則等を使いながら概算払いができると、前払いができると書い

てあるが、それはすることができるというだけで、して適切であるとかいうこ

とはどこにも書いていない。 
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ウ．基本的に概算払いはするべきではない。基本的に市の補助金等においても、

完成した後で検査をして補助金が交付されるというのが基本である。概算払い

までして、その補助金を交付するような事例というのはまず通常ない。そこま

でする必要があるのか。その部分を拡大してやっているのではないか。交付規

則があり、そういうことができると書いてあるところを拡大解釈して、それを

利用したのではないか。 

  ⑵ 新たな証拠の提出 

    新たな証拠の提出はなかった。 

 

３ 市長からの意見書の提出および関係職員の陳述 

   令和５年７月４日に本件措置請求に対して市長から意見書の提出があり、これを

もとに同年７月２１日に農林水産部農業政策課の関係職員から陳述の聴取を行った。 

⑴ 意見書の要旨 

ア．意見の趣旨 

 本件監査請求は、すべてこれを棄却するとの決定を求める。 

イ．請求に対する認否 

 請求の要旨について、行為は認めるが、行為に起因する損失責任については

否認する。 

ウ．意見の理由 

 ① 請求人の請求要旨のうち、概算払いを行った行為が拡大解釈であるとの主

張については、高島市補助金交付規則第１５条第２項により「補助金等の交

付の目的を達成するため必要があると認めるときは、概算払または前金払に

より交付することができる」とされており、また地方自治法第２３２条の５

第２項および地方自治法施行令第１６２条においても、概算払いをすること

ができるとされている。 

  よって、拡大解釈したものとは言えず、本件概算払いに違法又は不当な点

はない。 

② 請求人の請求要旨のうち、支出行為により市に多大な損失を与える恐れに

ついては、支出行為当時の状況からは推測しえなかったことであり、①で述

べたとおり、支払い自体は市として適切な事務執行のもとなされたものであ

る。 

    ③ よって、本件監査請求は棄却されるべきである。 

⑵ 関係職員の陳述の要旨 

関係職員の陳述は意見書に沿ったものであり、これに記載のない事項について

の陳述の概要は次のとおりである。 

 ア．本件補助金において概算払いの必要があると認めた理由は、補助金に係る工

事請負契約の締結、本市の農業および関係産業に資する事業であることを総合

的に判断したものである。加えて、可能な限り早急に工事を完了いただき、市

に補助事業の効果を可能な限り早く発揮していただきたいという考え方のもと

概算払いにより支払を行う判断をした。 

イ．６月の概算払い時点ではコロナもしくは設備機器の納入の遅れによって工事

が遅延するという懸念はなかった。年内には事業が当然完了するという確認の

もとでこのような概算払いを行った。 
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第４ 監査の結果 

 １ 事実関係の確認 

⑴ 補助事業者について 

   ア．商号：株式会社風車 

   イ．本店：■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

   ウ．会社成立年月日：令和 3年 1月 13日 

   エ．目的：①農業 

        ②農作物の生産、加工、販売、貯蔵及び運搬 

        ③肥料、農薬、農業資材及び農業機械の販売及び仲介 

        ④食料品の販売 

        ⑤外食産業 

        ⑥食品の配達に関する事業 

        ⑦不動産の売買、賃貸、仲介、管理 

        ⑧経営コンサルタント業 

        ⑨上記各号に付帯関連する一切の業務 

   オ．資本金：1,000万円 

  ⑵ 本件実施計画書について（補助金交付申請より） 

   ア．事業の概要：関連会社がいちごの施設販売に取り組んでおり生産から海外、

国内取引先へ出荷まで行っているが、取引先からいちごを追加で

要望されているため、高度環境制御生産施設３棟を整備し、取引

先から要望されているいちごの生産を目指し、輸出、国内一般市

場による販路拡大および経営の安定化を図る。 

   イ．事業内容：高度環境制御栽培施設 ３棟 23,240㎡ 

   ウ．収支予算：収入 市補助金   749,415,000円 

             自己資金   899,298,000円 

支出 施設整備費 1,648,713,000円 

  ⑶ 自己資金の調達先について 

  ア．日本政策金融公庫 スーパーⅬ資金（令和 4年 3月 31交付申請時） 

  イ．●●●●（令和 4年 9月 5日公正証書） 

⑷ 事業の経過 

〇令和４年３月２５日 

市から県へ令和３年度滋賀県農産物等輸出拡大施設整備事業交付申請および同

繰越承認申請提出 

〇令和４年３月３１日 

県から市へ令和３年度滋賀県農産物等輸出拡大施設整備事業交付決定および同

繰越の承認 

㈱風車から市へ高島市農畜産振興事業（国および県の補助金／滋賀県農産物等

輸出拡大施設整備事業費）補助金交付申請および繰越承認申請の提出を受け、

同日付で交付決定および繰越の承認 

   〇令和４年６月６日 

㈱風車が当該事業の入札を実施し請負契約を締結 

     入札と契約の概要 
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      入札方法： 一般競争入札 参加者５者 

      請負業者： ●●●●●● ■■■■■■■■■■■■■■ 

      請負代金額：1,644,500,000円（税込） 

      工  期： 令和 4年 6月 6日～令和 5年 3月 20日 

   〇令和４年６月２０日 

    ㈱風車から市に高島市補助金等規則に基づく概算払いの請求に基づき 

    373,750,000円概算払いを行う。 

   〇令和４年１０月から令和５年１月 

市および県からの早期施工の指示に加え、毎月工程表提出を求めて進捗の確認

と遅延の回復を指示 

   〇令和５年１月３１日 

    ㈱風車から市に事業の年度内完成が困難となったと報告 

   〇令和５年２月３日 

    県とコロナ禍および半導体不足を理由とした事故繰越の協議を開始。 

   〇令和５年３月１４日 

    市から県に事故繰越承認申請書を提出 

   〇令和５年４月１７日 

    令和３年度滋賀県農産物等輸出拡大施設整備事業費補助金交付決定取消通知 

   〇令和５年４月１９日 

    市が㈱風車に県の交付決定が取り消されたことを通知 

   〇令和５年５月８日 

    ㈱風車からの補助金交付申請の取下げ（４月３０日付）を受理 

   〇令和５年５月９日 

    市から㈱風車に補助金の返還命令書を発出 

     返還命令額 373,750,000円  返還期限 令和５年５月３１日 

   〇令和５年６月１２日 

    期限までに補助金の返還がなかったため、督促状を発出 

     返還期限 令和５年６月２２日 

⑸ 地方自治法および地方自治法施行令について 

ア．地方自治法２３２条の５第２項では、「普通地方公共団体の支出は、政令の

定めるところにより、資金前渡、概算払、前金払、繰替払、隔地払又は口座振

替の方法によってこれをすることができる。」と規定している。 

イ．地方自治法施行令第１６２条では、「次の各号に掲げる経費については、概

算払をすることができる」と規定されており、同条第３号には「補助金、負担

金及び交付金」が規定されている。 

⑹ 高島市補助金等交付規則について 

ア．高島市補助金等交付規則第１５条第２項では、「市長は、補助金等の交付の

目的を達成するために必要があると認めるときは、概算払または前金払により

交付することができる」と規定している。 

イ．補助金等交付請求書の様式については、高島市補助金等交付規則第１５条に

より様式第３号として定められており、請求明細の備考欄には「事業の進捗状

況 ％」の記載がある。 
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２ 監査委員の判断 

請求人は、本件補助金の概算払いが市補助金等交付規則を拡大解釈したものであ

るとし、基本的に事業が完了した後に補助金を交付するべきであり、概算払いをす

るには相応の理由が必要である旨主張し、監査を求めている。 

市補助金等交付規則第１５条第２項によると「市長は、補助金等の交付の目的を

達成するために必要があると認めるときは、概算払または前金払により交付するこ

とができる」と定められている。また、地方自治法２３２条の５第２項においても

「普通地方公共団体の支出は、政令の定めるところにより、資金前渡、概算払、前

金払、繰替払、隔地払又は口座振替の方法によってこれをすることができる。」と

定められている。 

そして、「必要があると認める」とする判断については、地方公共団体の長の裁

量権が認められるというべきであり、市が行った本件補助金の概算払いによる支出

は、その裁量権の行使が、社会通念に照らし著しく妥当性を欠くものであって、裁

量権を逸脱または濫用したものと評価できる場合に限り、違法となると解するのが

相当である。 

本件事業は、補助金交付申請時において提出された計画書類に基づき精査・判断

されており、国および県もこれを妥当と判断し、県から市への交付決定がなされた

うえで、市は交付決定通知を行っており、本市の農業および関係産業に資する事業

として、可能な限り早急に事業完了するために補助金概算払いを行った市の判断は

著しく妥当性を欠くものとはいえず、裁量権を逸脱または濫用したとは認められな

い。 

したがって、本件補助金の概算払いを含む補助金交付に係る一連の事務は、法令

や規則に基づき行われていると認められ、違法または不当な公金の支出にあたると

はいえない。 

 

３ 結論 

   以上により、請求人の本件措置請求には請求の理由がないと判断し、これを棄却

する。 

 

４ 市長に対する意見 

   本件措置請求についての監査委員の判断は以上であるが、残念ながら結果として

予定した補助事業の効果（本市の農業および関係産業の振興等）を得ることが出来

なかったばかりでなく、補助事業の取下げという事態により回収されるべき資金に

ついて、数度の返還通知にも関わらず、未だ実現していない事態となっている。こ

うした状況で、市民の中には、事業者に対して不審感や憤りを抱くとともに、市に

対しても何故このような事態になったのかなどの厳しい意見を持つものがあると思

料する。市においては、こうした状況を真摯に受け止め、今後は今回のような事態

を回避できるよう補助金事務におけるリスクマネジメントの再点検を行うとともに

今後の資金の回収に万全を期されたい。 

 


